
款 管理費

項 管理費

目 一般管理費 (単位　千円）

一般管理事務 20,020 26 19,994

3003

(20,000) 20,000

(20) (26) △ 6

財産売払収入　不動産売払収入(一般会計繰入金) (20,000) 20,000

財産売払収入　土地開発基金利子 (20) (26) △ 6

款 事業費

項 事業費

目 公共用地取得費 (単位　千円）

普通財産取得事業 88,000 88,000

3001

繰入金　土地開発基金繰入金 (88,000) (88,000)

比較

　土地開発基金を財源とした公共用地の先行取得に備え
る予算

事　業　の　概　要

目　　計 19,994

前年度
当初予算額

事　業　名
主
管

財
政
課

　本会計、一般会計、土地開発基金の間で負担精算を行
う。

（１）年次精算

財
政
課

（２）基金利子の積み立て

主
管

2

1

事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

　用地取得事業特別会計　

特定財源の内容

目　　計 88,000 88,000

1

1

1

事　業　名

特定財源の内容

20,020 26

予算額

1

用地取得事業特別会計  - 110 - 



款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費 (単位　千円）

財産管理事務 103 103

5701

（２）上割大洞県行造林　103.3ha

（３）官行造林巡視、管理会

財産収入　財政調整基金利子 (1) (1)

繰入金　財政調整基金繰入金 (102) (102)

103 103

総
務
課

（１）南入官行造林　24.1ha

　南入官行造林及び上割大洞県行造林の管理事務を行
う。

特定財源の内容

目　　計

　中沢財産区会計　

比較
前年度

当初予算額

1

1

1

事　業　の　概　要 予算額
主
管

事　業　名
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款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費 (単位　千円）

一般管理費 48,145 50,659 △ 2,514

3301

（１）職員５名分 (39,731) (39,940) △ 209

（２）上伊那広域連合負担金（情報システム） (7,336) (9,943) △ 2,607

（３）介護支援専門員等研修費助成 (271) 271

（４）その他事務費等 (807) (776) 31

繰入金　一般会計繰入金 (48,135) (50,649) △ 2,514

財産収入　歳計現金利子 (10) (10)

款 総務費

項 徴収費

目 賦課徴収費 (単位　千円）

賦課徴収費 1,227 1,227

3311

使用料及び手数料　督促手数料 (50) (50)

繰入金　一般会計繰入金 (1,177) (1,177)

目　　計 48,145 50,659 △ 2,514

福
祉
課

　第１号被保険者の介護保険料賦課徴収に係る事務を行
う。
　目標収納率　　98.50％
　令和2年度実績98.42％…17保険者中12位

特定財源の内容

1,227 1,227

1

2

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

　介護保険特別会計　

特定財源の内容

予算額
前年度

当初予算額
比較

　介護保険事業運営に係る職員の人件費の支払い及び一
般事務を行う。

1

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

福
祉
課
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款 総務費

項 介護認定費

目 介護認定諸費 (単位　千円）

介護認定事業 21,598 22,161 △ 563

3316

（１）認定調査員等10名報酬等 (9,049) (9,483) △ 434

（２）医師意見書作成　1,350件見込み (6,050) (6,050)

（３）認定審査会負担金 (6,353) (6,526) △ 173

（４）その他事務費等 (146) (102) 44

繰入金　一般会計繰入金 (21,598) (22,161) △ 563

21,598 22,161 △ 563

特定財源の内容

福
祉
課

・要介護認定をするための認定調査、主治医意見書作成
等に係る経費
・介護認定審査会（広域連合）の審査にかかる経費
（令和2年度は1,445件。うち246件が新規認定）

目　　計

1

3

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較
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款 保険給付費

項 サービス等諸費

目 サービス給付等諸費 (単位　千円）

サービス給付 3,041,400 2,834,400 207,000

3321

(1,032,400) (1,012,400) 20,000

(672,000) (517,000) 155,000

(1,284,000) (1,255,000) 29,000

・介護予防サービス等諸費を支出する。

（１）介護予防サービス給付 (49,500) (47,000) 2,500

(3,500) (3,000) 500

国庫支出金　給付費負担金、財政調整交付金 (730,565) (684,483) 46,082

支払基金　給付費交付金 (866,700) (815,940) 50,760

県支出金　給付費負担金 (476,684) (448,766) 27,918

繰入金　一般会計繰入金 (427,757) (403,270) 24,487

繰入金　給付費準備基金繰入金 (55,487) (15,040) 40,447

諸収入　第三者納付金 (38) (38)

2,834,400 207,000

（２）地域密着型介護予防サービス給付

特定財源の内容

目　　計 3,041,400

予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

・介護サービス費等諸費を支出する。

（１）居宅介護サービス給付

（２）地域密着型介護サービス給付

（３）施設介護サービス給付

2

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要
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款 保険給付費

項 サービス等諸費

目 審査支払諸費 (単位　千円）

審査支払手数料 2,600 2,600

3341

款 保険給付費

項 サービス等諸費

目 高額介護等サービス費 (単位　千円）

高額介護サービス 60,000 55,000 5,000

費

3346

款 保険給付費

項 サービス等諸費

目 特定入所者介護サービス等費 (単位　千円）

特定入所者介護 96,000 120,000 △ 24,000

サービス等費

3347

款 保険給付費

項 サービス等諸費

目 高額医療合算介護サービス費 (単位　千円）

10,000 10,000

3348

10,000 10,000

予算額
前年度

当初予算額
比較

目　　計

福
祉
課

高額医療合算介護
サービス費

　世帯内の同一の医療保険の加入者の方について、毎年
８月から１年間にかかった医療保険と介護保険の自己負
担を合計し、基準額を超えた場合に、その超えた金額を
支給する。
利用見込　270件

2

1

5

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

目　　計 60,000 55,000

目　　計 96,000 120,000

5,000

予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

　要介護の被保険者が介護給付を受けたサービスの１カ
月分の自己負担が、所得等により予め決められた金額を
超えた場合に、その超えた金額を高額介護サービス費と
して給付する。
利用見込　500人

2

1

4

△ 24,000

予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

　食事、居住費の自己負担化に伴い、所得の低い方には
負担限度額を設けて、施設には費用額と負担限度額との
差額を保険給付費として補足給付する。
利用見込　300人

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

2

1

3

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

目　　計 2,600 2,600

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

　介護保険法に基づき提供されたサービスの保険給付に
ついて、介護保険事業者からの請求の審査・支払業務を
国保連に委託し、その件数に応じて手数料を国保連合会
に支払う。
　　　＠58円×44,830件見込み

2

1

2
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款 地域支援事業

項

目 (単位　千円）

42,404 40,777 1,627

3401

（１）事業者による通所型サービス　　120人 (28,500) (28,500)

（２）事業者により訪問型サービス　　 60人 (10,000) (10,000)

（３）住民主体による訪問型、通所型サービス (3,444) (1,817) 1,627

                     80人

（４）住民主体によるサービス従事者養成 (460) (460)

2,910 2,549 361

3501

（１）予防マネジメント　　　25人見込 (1,674) (1,674)

（２）介護予防生活支援サービス事業 (1,236) (875) 361

国庫支出金　地域支援事業交付金 (11,329) (10,831) 498

　　　　　　保険者機能強化推進交付金 (5,000) (5,000)

支払基金　地域支援事業支援交付金 (12,235) (11,697) 538

県支出金　地域支援事業交付金 (5,664) (5,415) 249

繰入金　一般会計繰入金 (5,664) (5,415) 249

43,326 1,988

地
域
保
健
課

特定財源の内容

目　　計 45,314

　介護予防ケアマネジメントにより高齢者の介護予防や
自立支援に繋がるプランを提供する。
　脳卒中再発予防や運動器の機能向上を目的とした短期
集中サービスを提供する。

　　　・サービスＣ（短期集中型）　43人見込

1 介護予防・生活支援サービス事業

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

介護予防・生活支
援サービス事業

　要支援者等への介護予防及び生活支援サービス事業を
実施する。

5

1 介護予防・日常生活支援総合事業
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款 地域支援事業

項

目 (単位　千円）

一般介護予防事業 2,992 3,242 △ 250

3402

（１）生きがいと健康づくり推進事業 (2,250) (2,500) △ 250

（２）介護支援ボランティア　　　80人 (500) (500)

（３）生活指導短期宿泊事業 (242) (242)

26,567 24,926 1,641

3502

(3,554) (3,554)

(800) (500) 300

拡 (5,192) (4,236) 956

（４）活動量計を使った介護予防普及啓発事業 (8,251) (8,958) △ 707

　　　・ 健康ステーション事務局業務委託

　　　・ 健康ステーション用備品・消耗品

　　　・ 結果通知等郵送代

　　　・ ポールウォーキング事業

（５）活動量計システム利用料・保守 (1,087) (1,291) △ 204

（６）介護予防努力支援ポイント (700) (725) △ 25

（７）地域リハビリテーション活動支援事業 (1,333) 1,333

　　　リハビリ専門職による訪問事業

・人件費

　職員1名 (5,602) (5,445) 157

　会計年度任用職員

・その他事業 (48) (217) △ 169

負担金　介護予防利用者負担金 (23) (23)

国庫支出金　地域支援事業交付金 (6,420) (5,968) 452

国庫支出金　保険者努力支援交付金 (5,000) (5,000)

支払基金　地域支援事業支援交付金 (6,933) (6,445) 488

県支出金　地域支援事業交付金 (3,210) (2,984) 226

繰入金　一般会計繰入金 (7,066) (7,261) △ 195

28,168 1,391目　　計 29,559

地
域
保
健
課

（３）介護予防活動支援 NPO地域支え合いﾈｯﾄ委託

     通いの場/通所型サービスB立上げ・運営支援、まちかど大学等

特定財源の内容

①65歳以上の全ての高齢者を対象とし、生活機能全般の
改善を重要視する。また、地域で専門職を活かした自立
支援に資する取組を推進する。
②住民運営の通いの場を充実させ、人と人のつながりを
通じて参加者や通いの場を継続的に拡充する。

（１）16区通いの場運営補助金

（２）通いの場開設経費補助金

前年度
当初予算額

比較

福
祉
課

　高齢者への健康の維持増進のための介護予防事業、地
域活動組織の育成及び支援事業を実施する。

2 一般介護予防事業

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額

5

1 介護予防・日常生活支援総合事業
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款 地域支援事業

項 包括的支援事業

目 包括的支援事業 (単位　千円）

地域包括支援セン 54,617 47,741 6,876

ター事業

3503

(7,028) (7,290) △ 262

(151) (151)

(4,110) (3,678) 432

（４）ケアマネジャー関係研修 (319) (391) △ 72

（５）訪問用車両リース　3台、燃料費、修繕費 (971) (971)

（６）地域包括支援センター運営協議会 (129) (65) 64

（７）その他事業費(一般会計繰出金等) (5,729) (6,737) △ 1,008

・人件費

　　職員３名（保健師） (22,235) (20,534) 1,701

　　会計年度任用職員2名（保健師・社会福祉士） (6,226) (5,955) 271

　　会計年度任用職員2名（事務職） (2,133) (1,969) 164

　　会計年度任用職員3名（主任ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ・ﾌﾟﾗﾝﾅｰ） (5,586) 5,586

国庫支出金　地域支援事業交付金 (16,391) (13,465) 2,926

県支出金　地域支援事業交付金 (8,196) (6,733) 1,463

繰入金　一般会計繰入金 (12,041) (11,388) 653

諸収入　介護予防支援計画 (8,200) (8,160) 40

4,685 7,226 △ 2,541

3365

・推進協議会、多職種研修の開催 (874) (885) △ 11

・医療と介護の連携ツール等の作成 (380) (310) 70

・システム保守、通信費 (261) (987) △ 726

・医療介護連携室　通信費・事務消耗品 (134) (144) △ 10

・人件費

　　会計年度任用職員１名（医療介護連携室） (3,036) (4,900) △ 1,864

国庫支出金　地域支援事業交付金 (1,803) (1,855) △ 52

県支出金　地域支援事業交付金 (901) (928) △ 27

繰入金　一般会計繰入金 (901) (3,335) △ 2,434

在宅医療・介護連
携事業

　医療機関と連携した入退院支援、在宅支援のための医
療と介護の連携を図る。

（３）地域包括支援センターシステム

特定財源の内容

比較

　高齢者の心身の健康維持、保健・医療・福祉の向上、
生活の安定のための必要な支援を包括的に行う。

（１）介護予防支援計画事業者委託

　　　　月120件、新規月10件

特定財源の内容

地
域
保
健
課

（２）成年後見制度や虐待など権利擁護業務

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

5

2
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6,767 6,049 718

3366

（1）認知症初期集中支援ﾁｰﾑによる対応 35人 (855) (855)

（2）認知症サポート医との個別相談　24回 (480) (440) 40

（3）事業所・市民向け研修会の開催 (161) △ 161

（4）ﾒｲﾄ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修等 (160) (152) 8

（5）地域で支える本人家族支援事業 NPO地域支え合い (2,877) (2,084) 793

（6）認知症施策検討会出席報酬　１回12名 (52) (52)

(432) (389) 43

新 (130) 130

（9）その他事務事業 (73) (202) △ 129

・人件費

　　会計年度任用職員（認知症地域支援推進員） (1,708) (1,714) △ 6

国庫支出金　地域支援事業交付金 (2,552) (2,324) 228

県支出金　地域支援事業交付金 (1,275) (1,162) 113

繰入金　一般会計繰入金 (1,409) (1,169) 240

負担金　支援事業利用者負担金 (6) (6)

9,281 7,828 1,453

3369

　 （１）地域支え合い体制整備

　 　　　第１層生活支援コーディネーター 包括配置分 (996) (999) △ 3

　　　第２層生活支援コーディネーター（16地区） (2,000) (2,000)

　　　第１層支え合い推進会議 9人、4回実施 (155) (138) 17

（２）人材育成・発掘 (256) (55) 201

     （ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ・推進会議・担い手、啓発等）

（３）住民の支え合い促進事業 NPO地域支え合いﾈｯﾄ委託 (3,162) (1,960) 1,202

（４）第２層支え合い推進会議運営支援 (2,656) (2,656)

（５）その他事業 (56) (20) 36

国庫支出金　地域支援事業交付金 (3,570) (3,014) 556

県支出金　地域支援事業交付金 (1,786) (1,507) 279

繰入金　一般会計繰入金 (1,793) (1,509) 284

（8）認知症高齢者損害賠償保険　80人

生活支援体制整備
事業

生活支援の充実及び高齢者の社会参加の推進を一体的に
取組むために生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰや推進会議、地域の多
様な連携で地域づくりを進める。

特定財源の内容

特定財源の内容

　　　　 推進会議の機能強化支援、第1層生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ業務等

認知症総合支援推
進事業 認知症の早期診断・早期対応に向けた取り組みと地域住

民と協働で行う多様な活動の展開。

（7）チームオレンジコーディネーター２人

予算額
前年度

当初予算額
主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

地
域
保
健
課

　　　　カフェ、若年性認知症支援、本人ミーティング、まちかど相談等

比較
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516 △ 516

3370

（１）専門職出席報酬 (516) △ 516

（２）ケアプラン点検出席報酬　40件見込

（３）地域ケア会議事務（地図印刷等）

国庫支出金　地域支援事業交付金 (198) △ 198

県支出金　地域支援事業交付金 (99) △ 99

繰入金　一般会計繰入金 (99) △ 99

地
域
保
健
課

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額

目　　計 75,350 69,360

前年度
当初予算額

特定財源の内容

比較

地域ケア会議事業
個別課題から地域課題まで、多職種による検討により課
題解決に取り組む。

5,990
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款 地域支援事業

項 包括的支援事業

目 任意事業 (単位　千円）

地域支援事業 ・介護給付費等費用適正化事業を実施する。 16,577 15,936 641

（任意事業） （１）住宅改修等指導評価委託（住宅改修70件） (810) (1,214) △ 404

3404 （２）介護給付費通知　1,700件 (55) (55)

新 （３）給付費適正化支援システム (1,045) 1,045

・家族介護支援事業を実施する。

（１）介護用品券交付事業     利用見込　45人 (1,944) (1,944)

（２）おむつ券交付事業　　   利用見込 280人　 (7,560) (7,560)

・地域自立生活支援事業

（１）シルバーハウジング生活援助員派遣委託 (2,094) (2,094)

（２）介護サービスの質の向上に資する事業 (1,285) (1,285)

（３）配食サービス　日曜日、治療食への対応 (995) (995)

・その他の事業

（１）成年後見制度利用支援事業 (526) (526)

・その他事務事業 (263) (263)

国庫支出金　地域支援事業交付金 (5,084) (5,752) △ 668

県支出金　地域支援事業交付金 (2,542) (2,876) △ 334

繰入金　一般会計繰入金 (5,913) (3,871) 2,042

款 基金積立金

項 基金積立金

目 給付準備基金積立金 (単位　千円）

基金積立金 42 62 △ 20

3371

財産収入　基金利子 (42) (62) △ 20

比較

特定財源の内容

目　　計 16,577 15,936 641

福
祉
課

　介護保険事業の財政運営期間中の剰余金及び基金利子
の介護給付費準備基金への積立金

目　　計 42 62 △ 20

特定財源の内容

6

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

2

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額

5

福
祉
課

前年度
当初予算額

比較
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款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 第１号保険料還付金 (単位　千円）

第１号保険料 800 800

還付金

3381

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 償還金 (単位　千円）

介護給付費交付金 1 1

過年度分返還金

3382

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 第１号保険料還付加算金 (単位　千円）

第１号保険料還付 10 10

加算金

3384

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 高額介護サービス費等貸付金 (単位　千円）

高額介護サービス 600 600

費貸付金

3385

8

1

5

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

目　　計 10

目　　計 600

福
祉
課

　高額介護サービス費等を一時に支払うことが困難な者
に対し、市が貸し付けを行う。

10

予算額
前年度

当初予算額
比較

600

予算額
前年度

当初予算額
比較

1 1

予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

　第１号被保険者保険料の還付加算金

8

1

4

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

目　　計

800 800

予算額
前年度

当初予算額
比較

福
祉
課

　前年度決算により確定した国及び支払基金からの負担
分が超過した場合、確定額との差額を返還する。

8

1

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

目　　計

福
祉
課

　過年度の第１号保険料が、所得更正等により変更があ
り、保険料の段階区分が低くなった場合、前年度に徴収
した保険料と確定額との差額を返還する。

8

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要
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款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費 (単位　千円）

一般管理事務 61,635 52,416 9,219

5101

(42,888) (37,858) 5,030

(4,034) (3,212) 822

　国民健康保険に関する管理事務を行う。

(3,547) (3,336) 211

（２）上伊那広域連合負担金 (5,643) (4,867) 776

（３）コクホラインシステム保守管理委託料 (198) (198)

（４）法規等追録、事務用品、通信費、負担金など (5,325) (2,945) 2,380

国補助金　制度関係準備事業 (1,722) 1,722

繰入金　事務費繰入金 (38,502) (32,928) 5,574

款 総務費

項 総務管理費

目 連合会負担金 (単位　千円）

県国保連合会負担 1,114 1,145 △ 31

事務

5105 (112) (112)

(663) (677) △ 14

(339) (356) △ 17

繰入金　事務費繰入金 (1,114) (1,145) △ 31

（３）事業割（療養諸費用1,000円につき15銭）

　国民健康保険の運営に要する人件費及び事務費の支出
を行う。

（１）給料、職員手当等、共済費　職員６名分

（２）退職手当繰出金　職員６名分

（１）国保連合会電算処理等手数料

52,416 9,219

1

1

1

事　業　の　概　要

事　業　の　概　要

事　業　名

1

2

1

目　　計

主
管

市
民
課

特定財源の内容

主
管

予算額
前年度

当初予算額
比較

予算額

事　業　名

61,635

1,114 △ 31目　　計

（２）被保険者数割（被保険者１人につき108円）

　国民健康保険団体連合会への負担金を支出する。市
民
課

前年度
当初予算額

（１）平等割

特定財源の内訳

比較

1,145

　国民健康保険特別会計　
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款 総務費

項 徴税費

目 賦課徴収費 (単位　千円）

賦課徴収事務 4,775 4,005 770

5106

(1,178) (1,018) 160

（２）上伊那広域連合負担金 (2,930) (2,987) △ 57

新 （３）長野県地方税滞納整理機構負担金 (667) 667

使用料及び手数料

　国民健康保険税督促手数料 (150) (150)

諸収入　国民健康保険税延滞金 (830) (830)

款 総務費

項 運営協議会費

目 運営協議会費 (単位　千円）

運営協議会事務 229 229

5108

繰入金　事務費繰入金 (229) (229)

1

予算額
前年度

当初予算額

770

2

1

事　業　名 事　業　の　概　要

特定財源の内容

　　　被保険者代表　３名

229229

予算額

目　　計

（１）口座振替手数料外

税
務
課

特定財源の内容

主
管

（１）委員報酬　計11名分

　　　保険医、保険薬剤師代表　３名

目　　計 4,775 4,005

1

前年度
当初予算額

市
民
課

　　　公益代表　３名

　　　被用者保険等保険者代表　２名

　国民健康保険運営協議会の活動に要する費用

事　業　の　概　要
主
管

事　業　名

　国民健康保険税の賦課及び徴収に係る事務を行う。

1

3

比較

比較
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款 保険給付費

項 療養諸費

目 一般被保険者療養給付費 (単位　千円）

一般被保険者療養 1,722,000 1,714,000 8,000

給付事業

5109

（２）70歳～74歳　　 ８割(現役並み所得者７割)

（３）上記以外　　　 ７割

　　　予定対象者数　5,784人

県補助金 普通交付金 (1,722,000) (1,714,000) 8,000

款 保険給付費

項 療養諸費

目 退職被保険者等療養給付費 (単位　千円）

退職被保険者等 1 100 △ 99

療養給付事業

5110

県補助金 普通交付金 (1) (100) △ 99

8,000

特定財源の内容

比較

市
民
課

主
管

2

事　業　名

1

2

目　　計

主
管

　一般被保険者にかかった医療費のうち、保険者負担分
を国保連合会を通じ医療機関へ支払う。

（１）義務教育就学前 ８割

事　業　名 事　業　の　概　要

2

1

1

比較予算額

予算額
前年度

当初予算額

△ 99

1,722,000 1,714,000

前年度
当初予算額

100

       65歳未満　　  ７割

　退職被保険者等にかかった医療費のうち、保険者負担
分を国保連合会を通じ医療機関へ支払う。

事　業　の　概　要

目　　計

特定財源の内容

市
民
課

1
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款 保険給付費

項 療養諸費

目 一般被保険者療養費 (単位　千円）

一般被保険者 16,000 16,356 △ 356

療養費支給事業

5111

県補助金 普通交付金 (16,000) (16,356) △ 356

款 保険給付費

項 療養諸費

目 退職被保険者等療養費 (単位　千円）

退職被保険者等 1 20 △ 19

療養費支給事業

5112

県補助金 普通交付金 (1) (20) △ 19

款 保険給付費

項 療養諸費

目 審査支払手数料 (単位　千円）

審査支払手数料 6,131 5,574 557

事務

5113

(6,050) (5,500) 550

(75) (68) 7

(6) (6)

県補助金 普通交付金 (6,131) (5,574) 557

2

1

事　業　の　概　要

4

2

事　業　の　概　要

　退職被保険者等にかかった医療費のうち、現金給付分
の７割を柔道整復師等又は本人に支払う。

5

特定財源の内容

比較予算額

6,131 5,574 557

△ 35616,356

△ 19

予算額

予算額事　業　の　概　要

2

　一般被保険者にかかった医療費のうち、現金給付分の
７～８割を柔道整復師等又は本人に支払う。

目　　計

事　業　名 比較

市
民
課

主
管

前年度
当初予算額

16,000

1

特定財源の内容

       支払予定件数　2,100件

3

市
民
課

（２）レセプト電算処理システム手数料

　                 　　  ＠0.68円×110,000件

（３）出産育児一時金事務手数料　＠210円×25件

20

目　　計

（１）国保診療報酬審査手数料  ＠55円×110,000件

特定財源の内容

1

市
民
課

主
管

目　　計

事　業　名
前年度

当初予算額

1

前年度
当初予算額

比較

事　業　名

　国保連合会へのレセプト審査、医療給付費支払手数料
等を支払う。

主
管
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款 保険給付費

項 高額療養費

目 一般被保険者高額療養費 (単位　千円）

一般被保険者高額 248,000 252,000 △ 4,000

療養費支給事務

5114

県補助金 普通交付金 (248,000) (252,000) △ 4,000

款 保険給付費

項 高額療養費

目 退職被保険者等高額療養費 (単位　千円）

退職被保険者等高 1 100 △ 99

額療養費支給事業

5115

県補助金 普通交付金 (1) (100) △ 99

款 保険給付費

項 高額療養費

目 一般被保険者高額介護合算療養費 (単位　千円）

一般被保険者高額 300 300

介護合算療養費支

給事業

5144

県補助金 普通交付金 (300) (300)

2

2

2

事　業　名

3

（１）同一月内、同一診療科目により計算

特定財源の内容

（２）同一世帯で、高額医療費の支給が１年で４回

　　　以上あった場合、４回目以降自己負担限度額

　　　が低くなる。

　医療費自己負担が高額になったとき、世帯の所得区分
による限度額を超えた分を支給する。

（２）同一世帯で、高額医療費の支給が１年で
　　　４回以上あった場合、４回目以降自己負担
　　　限度額が低くなる。

（１）同一月内、同一診療科目により計算

2

1

2

比較

市
民
課

252,000 △ 4,000

　医療費自己負担が高額になった世帯の所得区分による
限度額を超えた分を支給する。

248,000

市
民
課

主
管

前年度
当初予算額

比較予算額事　業　の　概　要

目　　計

目　　計

特定財源の内容

予算額
前年度

当初予算額
主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

予算額
前年度

当初予算額

1 100

比較
主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

300 300

　医療費自己負担が高額になった世帯に、介護保険受給
者がいる場合、国保と介護保険の各限度額適用後に合算
して限度額を超えた分を支給する。

目　　計

特定財源の内容

△ 99

2

2

市
民
課
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款 保険給付費

項 高額療養費

目 退職被保険者高額介護合算療養費 (単位　千円）

退職被保険者等 1 50 △ 49

高額介護合算療養

費支給事業

5145

県補助金 普通交付金 (1) (50) △ 49

款 保険給付費

項 出産育児諸費

目 出産育児一時金 (単位　千円）

出産育児一時金 10,500 10,500

給付事業

5138

繰入金　出産育児一時金繰入金 (7,000) (7,000)

款 保険給付費

項 葬祭諸費

目 葬祭費 (単位　千円）

葬祭費給付事業 1,650 1,650

5117

目　　計

　一被保険者につき３万円を支給する。

目　　計

4

主
管

2

10,500

事　業　の　概　要

2

4

1

1,650 1,650

2

2

△ 49

3

2

予算額
前年度

当初予算額
比較

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

　医療費自己負担が高額になった世帯に、介護保険受給
者がいる場合、国保と介護保険の各限度額適用後に合算
して限度額を超えた分を支給する。

事　業　名 事　業　の　概　要

1 50

特定財源の内容

目　　計

市
民
課

10,500

市
民
課

主
管

事　業　名 予算額
前年度

当初予算額
比較

　　　　予定件数　　55件

　一児につき42万円を支給する。

特定財源の内容

主
管

市
民
課

　　　　予定件数　　25件
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款 保険給付費

項 移送費

目 一般被保険者移送費 (単位　千円）

一般被保険者移送 100 100

費給付事業

5139

県補助金 普通交付金 (100) (100)

款 保険給付費

項 移送費

目 退職被保険者等移送費 (単位　千円）

退職被保険者移送 1 10 △ 9

費給付事業

5140

県補助金 普通交付金 (1) (10) △ 9

款 保険給付費

項 傷病手当金

目 傷病手当金 (単位　千円）

新型コロナウイ 1 1

ルス感染症傷病

手当金支給事業

国庫補助金　災害特例臨時補助金 (1) (1)

特定財源の内容

目　　計

特定財源の内容

100

予算額

目　　計

市
民
課

　医師の指示により緊急に転院した場合の移送費を支給
する。

主
管

事　業　名

2

6

事　業　の　概　要

1

前年度
当初予算額

特定財源の内容

比較

10911

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

市
民
課

　医師の指示により緊急に転院した場合の移送費を支給
する。

2

△ 9

事　業　名 事　業　の　概　要

100

2

1 10

8

1

主
管

予算額

市
民
課

　新型コロナウイルス感染症に感染又は感染の恐れがあ
り休職したことによって減額された給与の一部を補填す
る。

前年度
当初予算額

比較

1 1

6

2

目　　計
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款 国民健康保険事業費納付金

項 医療給付費分

目 一般被保険者医療給付費分 (単位　千円）

一般被保険者医療 464,000 465,000 △ 1,000

給付費納付事業

5153

県支出金　特別交付金 (16,065) (17,349) △ 1,284

繰入金　保険基盤安定事業繰入金 (128,047) (129,745) △ 1,698

　　　　財政安定化支援事業繰入金 (8,093) (9,473) △ 1,380

　　　　その他財政安定化支援繰入金 (433) (430) 3

諸収入　一般被保険者第三者納付金 (1,950) (950) 1,000

款 国民健康保険事業費納付金

項 医療給付費分

目 退職被保険者等医療給付費分 (単位　千円）

退職被保険者等医 30 30

療給付費納付事業

5154

諸収入　退職被保険者第三者納付金 (1) (30) △ 29

1

1

目　　計

特定財源の内容

特定財源の内容

△ 1,000

市
民
課

　市が支払う保険給付費の全額を県が市に交付するため
の財源として、県から請求される納付金のうち、一般被
保険者医療給付費分。

3

1

目　　計 464,000 465,000

予算額

3

前年度
当初予算額

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

30 30

比較

比較

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

市
民
課

　市が支払う保険給付費の全額を県が市に交付するため
の財源として、県から請求される納付金のうち、退職被
保険者等医療給付費分。
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款 国民健康保険事業費納付金

項 後期高齢者支援金等分

目 (単位　千円）

一般被保険者後期 174,000 180,000 △ 6,000

高齢者支援金等納

付事業

5155

款 国民健康保険事業費納付金

項 後期高齢者支援金等分

目 (単位　千円）

退職被保険者等後 10 10

期高齢者支援金等

納付事業

5156

款 国民健康保険事業費納付金

項 介護納付金分

目 介護納付金分 (単位　千円）

介護納付金納付事 63,000 65,000 △ 2,000

業

5157

市
民
課

　市が支払う保険給付費の全額を県が市に交付するため
の財源として、県から請求される納付金のうち、一般被
保険者後期高齢者支援金等分。

3

3

3

1

主
管

事　業　名

事　業　の　概　要

目　　計

市
民
課

　市が支払う保険給付費の全額を県が市に交付するため
の財源として、県から請求される納付金のうち、介護納
付金分。

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

目　　計

市
民
課

　市が支払う保険給付費の全額を県が市に交付するため
の財源として、県から請求される納付金のうち、退職被
保険者等後期高齢者支援金等分。

3

2

10 10

63,000 65,000

主
管

事　業　名

前年度
当初予算額

2

1 一般被保険者後期高齢者支援金等分

予算額
前年度

当初予算額
比較

予算額

目　　計

事　業　の　概　要

2 退職被保険者等後期高齢者支援金等分

比較

180,000 △ 6,000174,000

予算額
前年度

当初予算額
比較

△ 2,000
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款 保健事業費

項 特定健康診査等事業費

目 特定健康診査等事業費 (単位　千円）

特定健康診査等 32,860 27,995 4,865

事業

5124

(18,317) (17,630) 687

拡 (1,029) (28) 1,001

新 (3,305) 3305

(6,650) (6,731) △ 81

（５）その他事務 (3,559) (3,606) △ 47

県支出金　特定健康診査等負担金 (8,426) (9,304) △ 878

県支出金　特別交付金（保健事業分） (6,000) (7,373) △ 1,373

款 保健事業費

項 保健事業費

目 保健衛生普及費 (単位　千円）

保健衛生普及事業 2,763 3,630 △ 867

5123

(600) (600)

(400) (400)

(408) (408)

(1,355) (2,222) △ 867

繰入金　事務費繰入金 (2,163) (3,030) △ 867

主
管

事　業　の　概　要

（３）生活習慣病重症化予防事業

（４）会計年度任用職員（看護師・管理栄養士・事務）

特定財源の内訳

6

1

特定財源の内容

地
域
保
健
課

　糖尿病等生活習慣治療中断者支援事業委託

（１）エイズ予防事業

比較

（２）特定保健指導

・保健指導記録システム導入（新規）

4,865

3,630

比較

目　　計

32,860 27,995

　治療中断者の抽出を委託する。（R3は県事業で実施）

予算額

事　業　名 予算額

（２）啓発用パンフレット等

事　業　の　概　要
前年度

当初予算額

（４）郵送料、事務用品など

　40～74歳の国保被保険者を対象に特定健診及び特定保
健指導を実施する。
　生活習慣病重症化予防のための保健指導強化、特定健
診や特定保健指導率向上のための取り組みを実施する。

（１）特定健康診査

2,763

1

前年度
当初予算額

目　　計

　国民健康保険事業の普及及び健康増進を図るための事
業を実施する。

事　業　名

△ 867

主
管

市
民
課

（３）医療費通知、後発医薬品利用差額通知作成手数料

6

2

1
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款 保健事業費

項 保健事業費

目 疾病予防費 (単位　千円）

疾病予防事業 13,816 13,753 63

5125

(3,139) (3,187) △ 48

(625) (514) 111

(45) (45)

(10,007) (10,007)

款 基金積立金

項 基金積立金

目 基金積立金 (単位　千円）

基金積立事業 103 103

5126

財産収入　国民健康保険事業基金利子 (103) (103)

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 一般被保険者保険税還付金 (単位　千円）

一般被保険者保険 3,640 3,580 60

税還付事務

5128

　年度間の財源の調整を図り、国保事業の健全な財政運
営に資するため、当該基金へ積み立てる。

目　　計

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

予算額
前年度

当初予算額
比較

　がん検診等の集団検診や人間ドックの補助を行い、疾
病の早期発見・早期治療により医療費の削減を図る。

目　　計

　　　　若年者健診

事　業　名 事　業　の　概　要

（３）人間ドック補助…費用の1/2補助（上限2万円）

地
域
保
健
課

13,816 13,753

　　　　肝炎ウイルス検査

主
管

（２）その他の健診補助…自己負担額の約1/2補助

税
務
課

市
民
課

特定財源の内容

主
管

事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

目　　計 3,640 3,580 60

63

　一般被保険者に係る国民健康保険税の過年度分の還付
を行う。

9

事　業　名

1

103 103

比較予算額
前年度

当初予算額

7

6

2

2

（１）がん検診補助…自己負担額の約1/2補助

1

1

1
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款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 退職被保険者等保険税還付金 (単位　千円）

退職被保険者等 110 116 △ 6

保険税還付事務

5129

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 一般被保険者還付加算金 (単位　千円）

一般被保険者還付 100 100

加算事務

5132

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 退職被保険者等還付加算金 (単位　千円）

退職被保険者等 5 5

還付加算事務

5133

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 指定公費負担医療費返還金 (単位　千円）

指定公費負担医療 50 50

費返還事務

5152

諸収入　一般被保険者第三者納付金 (50) (50)

主
管

主
管

主
管

事　業　名

税
務
課

事　業　名
前年度

当初予算額

9

4

　退職被保険者等に係る国民健康保険税の過年度分の還
付を行う。

110 116 △ 6

1

比較

5

比較事　業　の　概　要

事　業　の　概　要

9

　一般被保険者に係る国民健康保険税の過年度分の還付
に伴う加算金を支出する。

1

特定財源の内容

前年度
当初予算額

比較

9

目　　計 5

予算額

事　業　の　概　要

目　　計

税
務
課

2

比較

市
民
課

　徴収金等に含まれる指定公費分を、国保連を介して国
庫への返還する。

税
務
課

目　　計 50

主
管

50

前年度
当初予算額

100

9

5

　退職被保険者等に係る国民健康保険税の過年度分の還
付に伴う加算金を支出する。

予算額
前年度

当初予算額
事　業　名

1

予算額事　業　名 事　業　の　概　要

100

予算額

目　　計

1

9
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款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 保険給付費等交付金償還金 (単位　千円）

保険給付費等交付金 1 1

償還事務

5158

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 国民健康保険事業納付金返還金 (単位　千円）

国民健康保険事業 314 1,485 △ 1,171

納付金返還金

5159

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

9

1

11

9

1

10

市
民
課

　保険給付費等交付金の精算に伴う、県への返還金。

目　　計 1

主
管

目　　計 314 1,485 △ 1,171

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
比較

市
民
課

　国民健康保険事業納付金（退職分）の精算に伴う、県
への返還金。

1
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款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費 (単位　千円）

一般管理事務 2,854 2,941 △ 87

6101

（１）事務用品、有料道路使用料など (20) (50) △ 30

（２）上伊那広域連合負担金 (2,834) (2,891) △ 57

繰入金　一般会計繰入金 (2,854) (2,941) △ 87

款 総務費

項 徴収費

目 徴収費 (単位　千円）

徴収事務 297 312 △ 15

6102

(101) (123) △ 22

(196) (189) 7

繰入金　一般会計繰入金 (267) (282) △ 15

使用料及び手数料　督促料 (30) (30)

款 後期高齢者医療広域連合納付金

項 後期高齢者医療広域連合納付金

目 後期高齢者医療広域連合納付金 (単位　千円）

後期高齢者医療 439,931 435,892 4,039

広域連合納付事務

6104

　　①保険料負担金 (345,782) (353,589) △ 7,807

　　②保険基盤安定分 (94,149) (82,303) 11,846

　予定対象者（年平均） 5,863人

繰入金　一般会計繰入金（保険基盤安定分） (94,149) (82,303) 11,846

諸収入　延滞金 (50) (50)

2,941 △ 87

予算額

2,854

比較
前年度

当初予算額

297 312 △ 15

1

前年度
当初予算額

予算額

特定財源の内容

2

事　業　名 事　業　の　概　要 比較

（１）事務用品

（２）公金取扱手数料

目　　計

主
管

　後期高齢者医療保険料納付

　後期高齢者医療費の保険料を広域連合へ納付する。

市
民
課

事　業　の　概　要

　後期高齢者医療保険事業の運営に要する事務費の支出
を行う。

目　　計

1

2

1

主
管

市
民
課

特定財源の内容

1

主
管

事　業　名

1

1

1

事　業　名

　被保険者の後期高齢者医療保険料賦課徴収に係る事務
を行う。

事　業　の　概　要 予算額 比較

市
民
課

目　　計 4,039

前年度
当初予算額

特定財源の内容

439,931 435,892

　後期高齢者医療特別会計　
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款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 保険料還付金 (単位　千円）

保険料還付事務 1,000 1,000

6105

諸収入　保険料歳出還付金 (1,000) (1,000)

款 諸支出金

項 償還金及び還付加算金

目 還付加算金 (単位　千円）

還付加算金支払 50 50

事務

6106

諸収入　保険料歳出還付加算金 (50) (50)

比較
主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

3

1

1

2

目　　計 1,000 1,000

市
民
課

　後期高齢者医療保険料の過年度分の還付

3

1

特定財源の内容

目　　計 50 50

市
民
課

　後期高齢者医療保険料の過年度分還付の加算金

特定財源の内容

比較
主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額
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款 農林水産業費

項 卸売市場費

目 総務管理費 (単位　千円）

総務管理事務 11,076 11,435 △ 359

5501

(7,506) (7,357) 149

（２）施設管理費 (1,347) (1,751) △ 404

（３）その他市場運営費 (2,223) (2,327) △ 104

使用料　通い箱使用料 (190) (190)

繰入金　一般会計繰入金 (4,646) (5,005) △ 359

諸収入　伝票代、コピー代 (30) (30)

款 農林水産業費

項 卸売市場費

目 事業費 (単位　千円）

青果物取扱事業 70,000 70,000

5503

諸収入　青果物取扱金 (70,000) (70,000)

1

農
林
課

1

1

1

　農業振興及び地産地消施策の推進を図るため、公設卸
売市場の運営管理を行う。

事　業　の　概　要

特定財源の内容

1

目　　計

主
管

事　業　名

（１）会計年度任用職員

　　（せり人、事務員、市場業務員）３名分

11,076 11,435 △ 359

予算額
前年度

当初予算額
比較

　公設地方卸売市場特別会計　　

比較

農
林
課

目　　計 70,000 70,000

前年度
当初予算額

　青果物の取扱金の支払いを行う。

特定財源の内容

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
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款 経営管理費

項 管理費

目 管理費 (単位　千円）

総務管理事務 3,715 4,127 △ 412

5601

(3,115) (3,527) △ 412

(600) (600)

負担金　新規契約者施設負担金 (1,000) (1,000)

財産収入　土地貸付収入 (379) (379)

財産収入　立木売払収入 (300) (300)

款 事業費

項 事業費

目 事業費 (単位　千円）

別荘地整備事業 14,844 15,652 △ 808

5602

　　・除雪委託 (1,600) (1,600)

(1,500) (1,500)

(1,650) (1,650)

(3,225) (4,036) △ 811

(4,488) (4,485) 3

(500) (500)

(1,881) (1,881)

（３）公共下水道受益者負担金

商
工
観
光
課

（４）立木伐採等補助金

（５）その他管理運営費

（１）別荘地施設管理

　　・別荘地森林整備（間伐、枝下しなど）

　　・別荘地管理委託（草刈り、凍結防止など）

（２）別荘地環境整備

14,844目　　計 △ 80815,652

1

1

1

事　業　の　概　要

1

（１）別荘地ほか賃借料

商
工
観
光
課

駒ヶ根高原及び市の活性化を図るため､地権者との調整
を行ないながら別荘地の管理と貸し付けを行なう｡

（２）立木代（解約２件分）

特定財源の内容

　別荘地利用者の利便性の確保と、別荘地全体の保全の
ため､地域内の道路・水路・立木の整備及び冬期の除雪
等、別荘地に必要な維持・修繕等を行なう｡

　　・別荘地施設整備工事

主
管

1

事　業　名

△ 412

比較

2

比較

3,715

前年度
当初予算額

予算額

予算額

　駒ヶ根高原別荘地特別会計　　

主
管

事　業　名

4,127

事　業　の　概　要
前年度

当初予算額

目　　計
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款 水道事業費用

項 営業費用

目 営業費 (単位　千円）

営業費 312,805 319,367 △ 6,562

(145,013) (145,013)

(76,645) (81,439) △ 4,794

　　　給水管等の漏水修理 300件

　　　水道メーター計画更新 2,469器

（３）職員給与費（職員４名分） (31,746) (31,783) △ 37

（４）委託料 (24,669) (29,158) △ 4,489

　　　水源管理業務、施設管理業務、台帳整備

（５）その他 (34,732) (31,974) 2,758

　消火栓新設移設事務費 (360) (300) 60

　公衆浴場水道料金補助 (38) (38)

款 水道事業費用

項 営業費用

目 総係費 (単位　千円）

総係費 58,676 57,800 876

9104

(23,993) (24,212) △ 219

（２）職員給与費（職員２名分） (19,368) (19,334) 34

（３）その他 (15,315) (14,254) 1,061

款 水道事業費用

項 営業費用

目 減価償却費 (単位　千円）

減価償却費 292,501 288,814 3,687

比較

上
下
水
道
課

　地方公営企業法施行規則第13条、第15条又は第16条の
規定による償却額

目　　計 292,501 288,814 3,687

6

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 58,676 57,800 876

1

1

比較

上
下
水
道
課

　事業活動の全般に関連する費用並びに料金の調定、

集金及び検針その他の業務に要する費用

（１）料金徴収業務等委託外

　　　負担金、事務費外

5

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 312,805 319,367

1

　水道事業会計　　
1

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

△ 6,562

1

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　水源施設、浄水施設、配水施設等の維持及び管理に

要する費用

（１）上伊那広域水道用水企業団からの受水費

（２）修繕費

　　　負担金、動力費、薬品費外

特定財源の内容
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款 水道事業費用

項 営業費用

目 資産減耗費 (単位　千円）

資産減耗費 7,630 14,165 △ 6,535

款 水道事業費用

項 営業外費用

目 支払利息及び企業債取扱諸費 (単位　千円）

16,840 18,641 △ 1,801

(16,540) (18,341) △ 1,801

　（２）他会計借入金、一時借入金等に対する利子 (300) (300)

一般会計繰入金

　旧簡水企業債償還利子に対する補助 (409) (507) △ 98

款 水道事業費用

項 営業外費用

目 消費税及び地方消費税 (単位　千円）

消費税及び地方 35,000 35,000

消費税

目　　計 35,000 35,000

比較

上
下
水
道
課

　消費税及び地方消費税

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 16,840 18,641 △ 1,801

1

2

比較

上
下
水
道
課

支払利息及び企業
債取扱諸費

　企業債等に対する支払利息

　（１）企業債に対する利子

特定財源の内容

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 7,630 14,165 △ 6,535

1

2

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　有形固定資産の除却損又は廃棄損及び撤去費

　貯蔵品の棄損、変質又は滅失による除却費

1

1

7

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要
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款 資本的支出

項 建設改良費

目 配水設備費 (単位　千円）

配水設備費 510,570 260,570 250,000

(50,000) (50,000)

（２）老朽管更新・減圧弁更新事業 (45,000) (39,000) 6,000

（３）他事業関連・単独事業 (22,000) (32,000) △ 10,000

新 （４）配水池等改良事業 (393,000) (139,000) 254,000

（５）その他事業 (570) (570)

起債　財政融資資金等による企業債 (80,000) (100,000) △ 20,000

負担金　公共下水道事業等による補償金 (1,000) 1,000

款 資本的支出

項 建設改良費

目 メーター費 (単位　千円）

メーター費 297 258 39

比較

上
下
水
道
課

　水道メーターの新設に要する費用

　　新設水道メーター 150器

目　　計 297 258 39

3

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 510,570 260,570 250,000

1

1

比較

上
下
水
道
課

　配水管、給水管の新設及び布設替、その他水道

施設の新設及び改良等に要する費用

（１）基幹管路耐震化事業

特定財源の内容

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

1

1
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款 資本的支出

項 償還金

目 企業債償還金 (単位　千円）

企業債償還金 209,667 204,304 5,363

一般会計繰入金

　旧簡水企業債償還元金に対する補助 (3,881) (3,783) 98

比較

上
下
水
道
課

　水道事業の企業債に係る元金の支払に要する費用

特定財源の内容

目　　計 209,667 204,304 5,363

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

1

2
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款 下水道事業費用

項 営業費用

目 管渠費 (単位　千円）

管渠費 33,475 35,340 △ 1,865

(22,723) (21,821) 902

　　（管理委託、通信費、動力費、借地料）

(9,850) (7,100) 2,750

(5,610) △ 5,610

(902) (809) 93

繰入金　維持管理費分 (4,342) (4,386) △ 44

款 下水道事業費用

項 営業費用

目 処理場費 (単位　千円）

処理場費 168,895 158,858 10,037

(2,342) (2,477) △ 135

(68,855) (68,855)

(36,938) (36,938)

(27,070) (18,000) 9,070

(27,162) (26,832) 330

(6,528) (5,756) 772

繰入金　維持管理費分 (21,908) (18,942) 2,966

（６）その他処理場の維持管理に要する費用

　【Ｒ３→Ｒ４繰越】　4,147

　ドラムスクリーン棟　スカム分離機修繕

特定財源の内容

目　　計 168,895

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　処理場の運転管理費等の維持及び汚泥処理に要する
費用
〔参考〕処理場：駒ヶ根浄化センター
　　　　流入水量：2,700,000㎥/年
　　　　汚泥処分量：1,460ｔ/年

（１）会計年度任用職員

（２）処理場維持管理業務委託

（３）汚泥処分に係る費用

（４）処理場に係る修繕費

（５）処理場に係る電力費等

158,858 10,037

1

1

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

　　（備消品、路面復旧費、保険料）

特定財源の内容

目　　計 △ 1,865

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　既設の管渠及びマンホールポンプに係る点検管理や
動力費等の維持管理に要する費用
〔参考〕管渠：205km（令和３年度末）
　　　　マンホールポンプ：57基（同上）

（１）管渠、マンホールポンプ維持管理費

（２）管渠、マンホールポンプに係る修繕費

　　（腐食対策は建設改良費にて実施）

（３）不明水調査に要する費用

（４）その他維持管理に要する費用

　公共下水道事業会計　　
1

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

33,475 35,340
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款 下水道事業費用

項 営業費用

目 総係費 (単位　千円）

総係費 64,779 67,846 △ 3,067

（１）職員（給料、職員手当、共済費等） (35,030) (36,367) △ 1,337

　　　４名＋会計年度任用職員＋部長負担分

(15,969) (15,969)

(4,284) (4,880) △ 596

（４）庁用経費に係る負担金 (2,600) (3,700) △ 1,100

(1,400) (1,400)

（６）その他維持管理全般に係る事務費 (5,496) (5,530) △ 34

款 下水道事業費用

項 営業費用

目 減価償却費 (単位　千円）

減価償却費 477,365 485,016 △ 7,651

(477,365) (474,932) 2,433

(10,084) △ 10,084

繰入金　減価償却費分 (195,732) (200,126) △ 4,394

款 下水道事業費用

項 営業費用

目 資産減耗費 (単位　千円）

資産減耗費 5,000 3,000 2,000

繰入金　資産減耗費相当分 (3,500) (2,100) 1,400

比較

上
下
水
道
課

　処理場機器更新等による固定資産除却費

特定財源の内容

目　　計 5,000 3,000 2,000

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

1

1

比較

上
下
水
道
課

　地方公営企業法施行規則第13条、第15条又は第16条
の規定による償却額

（１）有形固定資産減価償却費

（２）過年度の控除対象外消費税分の繰延経理

特定財源の内容

7

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

△ 7,651目　　計 477,365 485,016

1

1

比較

上
下
水
道
課

　公共下水道の維持管理関連の人件費、料金徴収業務
委託、啓発等に要する費用

（２）料金徴収業務委託

（３）情報センター負担金

（５）下水道台帳整備・管理

6

1

1

5

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

△ 3,067目　　計 64,779 67,846
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款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 支払利息 (単位　千円）

支払利息 61,424 73,508 △ 12,084

繰入金　企業債利息償還分 (43,530) (52,156) △ 8,626

款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 補助金 (単位　千円）

補助金 100 100

繰入金　利子補給分 (100) (100)

款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 消費税及び地方消費税 (単位　千円）

消費税及び 16,163 15,431 732

地方消費税

款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 投資その他の資産償却 (単位　千円）

長期前払 9,036 9,036

消費税償却

繰入金　長期前払消費税償却分 (6,325) 6,325

比較

上
下
水
道
課

　過年度の控除対象外消費税分の繰延経理

特定財源の内容

目　　計 9,036 9,036

35

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 16,163 15,431 732

1

2

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　消費税及び地方消費税の支払

1

2

3

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

比較

上
下
水
道
課

　公共下水道の接続率を向上させるため、工事費の融
資あっせん及び利子補給

特定財源の内容

目　　計 100 100

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 61,424 73,508 △ 12,084

1

2

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　公共下水道事業の建設企業債に係る利子の支払に要
する費用

特定財源の内容

2

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

1
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款 資本的支出

項 建設改良費

目 施設整備費 (単位　千円）

施設整備費 68,500 111,500 △ 43,000

（１）管渠等工事　 (29,500) (30,500) △ 1,000

（２）処理場ストックマネジッメント実施計画策定 (19,000) (22,000) △ 3,000

（３）処理場工事 (20,000) (40,000) △ 20,000

（４）処理場５池基本設計 (19,000) △ 19,000

国庫補助金　社会資本整備総合交付金 (14,500) (39,750) △ 25,250

企業債　下水道事業債 (45,500) (43,900) 1,600

款 資本的支出

項 建設改良費

目 固定資産取得費 (単位　千円）

固定資産取得費 　機器類の経年劣化等による更新費用 1,000 5,000 △ 4,000

（１）管渠管理システム機器更新 (4,000) △ 4,000

（２）処理場機器類更新 (1,000) (1,000)

款 資本的支出

項 建設改良費

目 事務費 (単位　千円）

事務費 　公共下水道建設改良事業のための事務経費 1,500 1,466 34

（１）受益者負担金賦課徴収費 (195) (195)

　（審査委員会・印刷製本費）

（２）その他施設整備に関連する事務費 (1,305) (1,271) 34

　（設計積算システム・職員研修費ほか）

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

目　　計 1,500 1,466 34

1

1

3

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

比較

上
下
水
道
課

目　　計 1,000 5,000 △ 4,000

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 68,500 111,500 △ 43,000

1

1

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　公衆衛生の向上と公共用水域の水質の保全に資する
ため、管渠及び処理場の整備費

　【Ｒ３→Ｒ４繰越】　4,000

　浄化センター　制御電源設備改築詳細設計

特定財源の内容

1

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要
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款 資本的支出

項 償還金

目 企業債償還金 (単位　千円）

企業債償還金 676,685 674,956 1,729

（１）建設企業債の元金償還 (630,146) (630,636) △ 490

（２）資本費平準化債の元金償還額 (46,539) (44,320) 2,219

企業債　資本費平準化債 (220,000) (220,000)

目　　計 676,685 674,956 1,729

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　公共下水道事業の建設企業債等に係る元金の支払に
要する費用

特定財源の内容

1

2

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要
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款 下水道事業費用

項 営業費用

目 管渠費 (単位　千円）

管渠費 2,071 2,070 1

(2,000) (2,000)

(71) (70) 1

繰入金　維持管理費分 (840) (840)

款 下水道事業費用

項 営業費用

目 処理場費 (単位　千円）

処理場費 196,056 199,465 △ 3,409

(147,737) (147,223) 514

(25,516) (24,443) 1,073

(20,800) (25,800) △ 5,000

(2,003) (1,999) 4

繰入金　維持管理費分 (22,496) (22,457) 39

負担金　汚泥処理施設負担金 (222) (222)

目　　計 196,056 199,465 △ 3,409

比較

上
下
水
道
課

　処理場の運転管理費等の維持及び汚泥処理に要する費
用
〔参考〕処理場：８箇所
　　　　流入水量：1,000,000㎥/年
　　　　汚泥処分量：670ｔ/年

（１）処理場維持管理業務指定管理

（２）汚泥処分に係る費用

（３）処理場に係る修繕費

（４）その他（水質検査・保険料）

特定財源の内容

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 2,071 2,070

1

　農業集落排水事業会計　　
1

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

1

1

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　既設の管渠及びマンホールポンプに係る修繕費等

（１）管渠、マンホールポンプに係る修繕費

（２）管渠に係る保険料

特定財源の内容
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款 下水道事業費用

項 営業費用

目 総係費 (単位　千円）

総係費 12,881 14,165 △ 1,284

（１）職員（給料、職員手当、共済費） (8,692) (10,876) △ 2,184

　２名＋部長負担分

(1,500) (1,000) 500

（３）その他維持管理全般に係る事務費 (2,689) (2,289) 400

款 下水道事業費用

項 営業費用

目 減価償却費 (単位　千円）

減価償却費 304,245 333,887 △ 29,642

繰入金　減価償却分 (231,154) (235,261) △ 4,107

款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 支払利息 (単位　千円）

支払利息 28,976 34,933 △ 5,957

繰入金　企業債償還分 (21,445) (27,438) △ 5,993

比較

上
下
水
道
課

　農業集落排水事業の建設企業債に係る利子の支払に要
する費用

特定財源の内容

目　　計 28,976 34,933 △ 5,957

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 304,245 333,887 △ 29,642

1

2

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　地方公営企業法施行規則第13条、第15条又は第16条の
規定による償却額

特定財源の内容

1

1

6

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

比較

上
下
水
道
課

　農業集落排水事業全般に係る、人件費等の一般管理費

（２）情報センター負担金

目　　計 12,881 14,165 △ 1,284

5

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

1

1
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款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 補助金 (単位　千円）

補助金 60 △ 60

繰入金　利子補給分 (60) △ 60

款 下水道事業費用

項 営業外費用

目 消費税及び地方消費税 (単位　千円）

消費税及び 500 500

地方消費税

款 資本的支出

項 建設改良費

目 施設整備費 (単位　千円）

施設整備費 30,300 165,300 △ 135,000

（１）汚泥処理施設整備(コンテナ製作) (1,100) (1,100)

新 （２）処理場機能強化業務 (29,200) (164,200) △ 135,000

国庫補助金　農村地域整備補助金 (7,500) (82,000) △ 74,500

企業債　下水道事業債 (21,500) (82,000) △ 60,500

補償費

目　　計 30,300 165,300 △ 135,000

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　道路改良工事に伴う管渠工事や、処理場機能強化のた
めの設計業務等を行う。

特定財源の内容

1

1

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要

比較

上
下
水
道
課

　消費税及び地方消費税の支払い

目　　計 500 500

3

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

目　　計 60 △ 60

1

2

予算額
前年度

当初予算額
比較

上
下
水
道
課

　農業集落排水の接続率を向上させるため、工事費の融
資あっせん及び利子補給を行う。

特定財源の内容

1

2

2

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要
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款 資本的支出

項 償還金

目 企業債償還金 (単位　千円）

企業債償還金 399,557 396,684 2,873

（１）建設企業債の元金償還 (311,453) (315,862) △ 4,409

（２）資本費平準化債の元金償還額 (88,104) (80,822) 7,282

企業債　資本費平準化債 (130,000) (70,000) 60,000

比較

上
下
水
道
課

　農業集落排水事業の建設企業債等に係る元金の支払に
要する費用

特定財源の内容

目　　計 399,557 396,684 2,873

1

主
管

事　業　名 事　業　の　概　要 予算額
前年度

当初予算額

1

2
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